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要　　　旨
2009年，政権交代により民主党政権が発足し，鳩山由紀夫総理は，「新しい公
共」を重点施策として掲げ，NPO 支援について政府として積極的に取り組む姿
勢を明らかにした。
これにより，総理は「新しい公共」円卓会議を設置，10年６月には「新しい公
共」宣言が出され，国では，円卓会議の提案を踏まえ，政策の具体化を進めてき
ている。
NPO 法人の認証事務について，一部の事務について内閣府が所轄してきてい
るが，そのすべての事務を自治体に移管するなどを内容とする特定非営利活動促
進法（NPO 法）改正を行うとともに，認定 NPO 法人の事務を国税庁から自治体
に移管，寄附者に対する税額控除方式の導入や仮認定制度の導入などを内容とす
る寄附税制の大幅改正を行うなど，「新しい公共」の推進が図られようとしてい
る。
本稿では，国において展開されているこれら「新しい公共」政策の課題と今後
の展開のあり方等について考えていきたい。
Abstract
In 2009, The Democratic Party accomplished a change of power. Prime
Minister Yukio Hatoyama emphasized a “New Public Commons” and he revealed
that the government would support NPO (Nonprofit Organization) aggressively.
To this end, the “New Public Commons” Roundtable held by the Prime Minister
put together the Declaration of “New Public Commons” in June, 2010. In response
to the proposals by the roundtable, Central government announced its actions
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toward their institutionalization.
Cabinet Office, Government of Japan controlled a part of nonprofit organization
authentication, but this responsibility will transfer to local authorities by revising
the Act on Promotion of Specified Nonprofit Activities (the Act on NPO).
Developing donation tax system was revised drastically. It raises the ceiling on
deductible contributions and adopts the provisional authorization of NPOs.
I’ll study challenges and prospects of “New Public Commons” Central
Government has been promoting.
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はじめに
2009年，政権交代により民主党政権が発足した。総理大臣に就任した鳩山由紀夫氏
は，就任後初の国会である第173回国会（09年10月）における所信表明演説において
「新しい公共」を大きく取り上げ，NPO 支援について政府として積極的に取り組む姿
勢を明らかにした。
これを受け，「新しい公共」円卓会議が発足，10年６月には「新しい公共」宣言を
取りまとめたうえ，さらに「新しい公共」推進会議が設置され，政策推進の具体策が
検討されてきた。その結果として，「新しい公共」を推進するための事業が予算化さ
れるとともに特定非営利活動促進法（NPO 法）の改正や寄附税制の大幅改正が具体
化した。
本稿では，民主党政府において展開されているこれら「新しい公共」政策が抱える
課題と今後の展開のあり方等について考えていきたい。
１　「新しい公共」宣言
鳩山総理は，2009年10月26日，国会で行った所信表明演説（三　「居場所と出番」
のある社会，「支え合って生きていく日本」）において次のように述べている。
まず，（地域の「絆」）において，
「ここ十年余り，日本の地域は急速に疲弊しつつあります。経済的な意味での疲弊
や格差の拡大だけでなく，これまで日本の社会を支えてきた地域の「絆」が，今やず
たずたに切り裂かれつつあるのです。しかし，昔を懐かしんでいるだけでは地域社会
を再生することはできません。（中略）それぞれの価値を共有することでつながって
いく，新しい「絆」をつくりたいと考えています。
幸い，現在，全国各地で，子育て，介護，教育，街づくりなど，自分たちに身近な
問題をまずは自分たちの手で解決してみようという動きが，市民やNPOなどを中心
に広がっています。また，こうした活動を通じて支えられた親たちの中には，逆に，
支援する側として活動に参加し，自らの経験を活かした新たな「出番」を見いだす
方々もいらっしゃいます。」
次に，（「新しい公共」）の項では，
「私が目指したいのは，人と人が支え合い，役に立ち合う「新しい公共」の概念で
す。「新しい公共」とは，人を支えるという役割を，「官」と言われる人たちだけが担
うのではなく，教育や子育て，街づくり，防犯や防災，医療や福祉などに地域でかか
わっておられる方々一人ひとりにも参加していただき，それを社会全体として応援し
ようという新しい価値観です。
国民生活の現場において，実は政治の役割は，それほど大きくないのかもしれませ
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ん。政治ができることは，市民の皆さんや NPO が活発な活動を始めたときに，それ
を邪魔するような余分な規制，役所の仕事と予算を増やすためだけの規制を取り払う
ことだけかもしれません。しかし，そうやって市民や NPO の活動を側面から支援し
ていくことこそが，二十一世紀の政治の役割だと私は考えています。
新たな国づくりは，決して誰かに与えられるものではありません。政治や行政が予
算を増やしさえすれば，すべての問題が解決するというものでもありません。国民一
人ひとりが「自立と共生」の理念を育み発展させてこそ，社会の「絆」を再生し，人
と人との信頼関係を取り戻すことができるのです。
私は，国，地方，そして国民が一体となり，すべての人々が互いの存在をかけがえ
のないものだと感じあえる日本を実現するために，また，一人ひとりが「居場所と出
番」を見いだすことのできる「支え合って生きていく日本」を実現するために，その
先頭に立って，全力で取り組んでまいります。」
と，述べている。
引用が長くなったが，歴代総理の演説の中で市民活動や NPO のことに関してこれ
ほどの時間を充てられたことはおそらく史上初めてのことであり，鳩山総理の意気込
みが感じられる。
鳩山総理は，「新しい公共」という考え方やその展望を市民，企業，行政などに広
く浸透させるとともに，これからの日本社会の目指すべき方向性やそれを実現させる
制度・政策の在り方などについて議論を行うことを目的として，19人の委員で構成す
る「新しい公共」円卓会議を設置するが，鳩山内閣は沖縄問題で迷走，退陣を余儀な
くされる。鳩山総理は，退陣の日（2010年６月４日）の朝，円卓会議を招集，「新し
い公共」宣言をとりまとめ，その直後，内閣総辞職した。このことからも，鳩山総理
が「新しい公共」の具体化に最後まで最重点政策として取り組んでいたことをうかが
わさせる。
「新しい公共」宣言では，まず，「「新しい公共」とは，「支え合いと活気のある社
会」を作るための当事者たちの「協働の場」である。そこでは，「国民，市民団体や
地縁組織」，「企業やその他の事業体」，「政府」等が，一定のルールと役割をもって当
事者として参加し，協働する。」と定義している。そのうえで，「「新しい公共」を作
るために」において，「（１）国民に対して」で，「「新しい公共」の主役は，一人ひと
りの国民である。（中略）われわれ国民自身が，当事者として，自分たちこそが幸福
な社会を作る主役であるという気概を新たにしようではないか」と述べるとともに，
「（２）企業に対して」では，「社会貢献活動やメセナ活動を通じた社会との関係の重
要さを認識していただきたい。また，企業における社員は同時にコミュニティの一員
としての存在であることを企業が認識することも必要である」と述べている。さらに，
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「（３）政府に対して」では，「「新しい公共」を実現するためには，公共への「政府の
かかわり方」，「政府」と「国民」の関係のあり方を大胆に見直すことが必要である。」
とし，「これまで政府が独占してきた領域を「新しい公共」に開き，そのことで国民
の選択肢を増やすことが必要である。」と述べたうえで，税額控除の導入，認定 NPO
法人の「仮認定」と PST 基準の見直しなど，制度整備を提案するとともに，「従来の
依存型の補助金や下請け型の業務委託でなく，新しい発想による民間提案型の業務委
託，市民参加型の公共事業等についての新しい仕組みを創設することを進めるべきで
ある。」としている。宣言では，さらに，「今後の政府の対応をフォローアップすると
ともに，公共を担うことについての，国民・企業・政府等の関係のあり方について引
き続き議論するための場を設けることが望ましい。」と結んでいる。
鳩山総理大臣の後継となった管直人総理大臣は，2010年６月11日の第174国会のお
ける所信表明演説で，「三　閉塞状況の打破―経済・財政・社会保障の一体的立て直
し」の「「一人ひとりを包括する社会」の実現」の項において「こうした取組により，
雇用に加え，障がい者や高齢者などの福祉，人権擁護，さらに年間三万人を超える自
殺対策の分野で，様々な関係機関や社会資源を結びつけ，支え合いのネットワークか
ら誰一人として排除されることのない社会，すなわち，「一人ひとりを包摂する社会」
の実現を目指します。鳩山前総理が，最も力を入れられた「新しい公共」の取組も，
こうした活動の可能性を支援するものです。公共的な活動を行う機能は，従来の行政
機関，公務員だけが担う訳ではありません。地域の住民が，教育や子育て，まちづく
り，防犯・防災，医療・福祉，消費者保護などに共助の精神で参加する活動を応援し
ます。」と，鳩山総理の所信表明演説に比較すると，あっさりと言及しているだけで
あるものの，10月22日には「新しい公共」推進会議を設置している。この会議による
検討結果が，NPO 法制度の改正，寄附税制の改正，「新しい公共」支援事業の展開と
して具体化されることになる。（ちなみに現在の野田佳彦総理大臣の施政方針演説に
おいては「新しい公共」には言及していない。）
また，「新成長戦略」（2010年６月18日閣議決定）においては，「官だけでなく，市
民，NPO，企業などが積極的に公共的な財・サービスの提供主体となり，教育や子
育て，まちづくり，介護や福祉などの身近な分野において，共助の精神で活動する
「新しい公共」を支援する。」とするとともに，「財政運営戦略」（10年６月22日閣議決
定）では，「「新しい公共」の下，国民のためのサービスを市民，企業，NPO 等が提
供していくことは，国民の満足度，幸福度を高めることになるとともに，結果として
歳出の削減にもつながりうる。」としており，「新しい公共」を経済・雇用対策と財政
対策として位置付けている。
一方，地方自治体のおいては，かなり以前から「新しい公共」あるいは「新たな公」
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についての取り組みを開始し，NPO・市民と行政との協働の推進について，条例や
基本指針を定めるなどして，施策を推進している自治体も数多くある。「新しい公共」
に関しては，国よりも地方が先行してきているといえる。１
このほどの NPO 改正，寄附税制改正は，管内閣の支持率低下，不信任決議案の提
案など，管内閣低迷の中での法案成立であった。この裏には，超党派の議員で構成す
る NPO 議員連盟の存在と NPO 関係者の強力なロビー活動があった。また，３月11
日に東日本大震災が発生したことで，多数のボランティアが現地で支援活動を行った
ことにより，ボランティアへの期待が高っていたこともその背景にあったと思われる。
振り返ってみると，NPO 法自体が阪神・淡路大震災が契機となって制定されたとも
いえるが，決して喜ばしいことではないものの，今回もまた，震災が後押ししたよう
な形となって法改正が行われたことになる。
いずれにしても，多様化，高度化する地域課題を解決するのは，行政の力だけでは
困難な時代を迎えており，市民や NPO などの市民団体と協働して取り組むことが求
められ時代になっていることは確かである。このほどの政府の「新しい公共」の理念
の裏に経済対策，財政対策の側面があるものの，単なる予算化だけの対応で終わって
いたら，その継続性に疑問があったが，NPO 法改正，寄附税制改正という法制度の
改正にまで至ったことで，一時的な政策でなく，恒久的な政策となったといえる。今
回の一連の制度改革は，1998年の NPO 法制定以来の大改革といってもよいものであ
り，市民活動・NPO 活動は大きな転機を迎えているといえよう。
※「新しい公共」のイメージ図（p.119）参照
２　NPO 法の改正
このほどの NPO 改正は，①制度の使いやすさと信頼性向上のための見直し，②認
定制度・仮認定制度の導入（「認証制度」と「認定制度」の２階建ての法律となる。），
③所轄庁の変更（認定・認証事務の一元化）からなっており，2012年４月から施行さ
れることになっている。
まず，「①制度の使いやすさと信頼性向上のための見直し」で，一番大きく変化す
るのは，従来の17の活動分野に加えて，「観光振興を図る活動」，「農林漁村又は中山
間地域の振興を図る活動」と「法第２条別表各号に掲げる活動に準ずる活動として都
道府県又は指定都市が条例で定める活動」の３分野が新たに追加された。
このほか，定款変更手続きの簡素化，未登記法人の認証取消，会計の明確化が
NPO法の中に新たに盛り込まれている。
次に，「②認定制度・仮認定制度の導入」では，パブリック・サポート・テスト
（PST）基準の改正，仮認定制度の導入，認定法人に対する監督規定の整備などが定
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められているが，本稿については，税制改正と関連する事項であるので，次項の「税
制改正」の項で扱いたい。
さらに，「③所轄庁の一元化」においては，２以上の都道府県に事務所を置く法人
については，認証事務を内閣府が行ってきていたが，主たる事務所の所在地の都道府
県知事（政令指定都市の区域にのみ事務所を置く法人については，都道府県から政令
指定都市にそれぞれ所轄庁が変更。）に移管される。
また，認定事務についても，従来は国税庁の所管であったものが認証事務同様，地
方自治体で実施することとなる。
この結果，全国の NPO 法人44,291法人のうちの，内閣府認証に係る3,328法人
（2011年12月31日現在）に関する事務は，それぞれ該当する都道府県，政令指定都市
に移管される。特に東京都については，内閣府認証法人のうち，約2,000法人が東京
都に主たる事務所を置いているので，東京都が所轄する法人は9,000法人を超えるこ
ととなり，東京都の認証事務の負担はかなりの増加が見込まれ，これに加えてさらに
認定 NPO 法人の認定事務も追加されることになる。
しかしながら，このような自治体の負担増という問題はさることながら，地方分権の
面からは歓迎すべきことであり，自治体と地域の NPO 法人とが緊密な関係を築くきっ
かけになるのではないだろうか。また，活動分野に「法第２条別表各号に掲げる活動に
準ずる活動として都道府県又は指定都市が条例で定める活動」が加わるが，それぞれの
地域特有の課題分野において活動している非営利団体の法人化の道を開くことになる。
民主党政権が発足し，「地域主権」を標榜しながらも，現実問題として地方分権が一向
に進まない中，NPO の分野では，この認証事務の所轄をはじめ，のちに述べる認定法
図１
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人の所管も国税庁から自治体に移管になるなど，分権化が一気に進んだといえよう。
また，認証事務については，法改正とは別に，地方自治法の「条例による事務処理
の特例」に基づき，都道府県から市町村への事務の移譲も進みつつあり，分権化が進
行している。都道府県によって進捗にばらつきはあるものの，県によっては大多数の
市町村に移譲が行われている例もある。２
３　寄附税制の改正
2001年から NPO 法人支援のための制度として，認定 NPO 法人制度が創設され，
寄附者は一定の所得控除が受けられるとともに認定法人は法人税の軽減措置（みなし
寄附金制度）が設けられており，国税庁が認定事務を行ってきた。しかしながら，４
万を超える NPO 法人のうちのわずか0.55%，243法人が認定されているに過ぎない。
（2012年２月１日現在）
この背景には，認定制度自体が複雑で分かりづらいこと，認定を受けるために作成
する書類が多量であり，多大な事務量を要すること，控除方式が税額控除でなく所得
（参考）主な非営利法人数
図２
注：NPO法人数はＨ23年３月末，公益法人数はＨ23年４月１日，社
会福祉法人数はＨ22年３月末，学校法人数はＨ22年４月１日時点
出典：内閣府資料
NPO法人 公益法人 社会福祉法人 学校法人
42,387 1,778 18,674 7,935
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控除であるため，寄附者の受ける恩恵が少ないことなどが挙げられる。制度発足以来，
数度にわたり制度改正が行われ，以上のような問題点を徐々に改善してきており，そ
の効果もあって，法人数は多少なりとも増加してきたとはいえ，抜本的改善には程遠
く，認定法人が大幅に増加することはなかった。この点に関しては，田中弥生氏が，
その著書において，「認定 NPO 法人制度は2001年に制定され，10年間で７回の改正
が行われたたが，認定申請団体数は増えず低迷が続いている。この間，制度の検証を
して低認定率の原因をきちんと明らかにしないまま，改正を重ねたために制度が複雑
になり，利用者にとってわかりにくいものになってしまった。実はこの複雑さこそが
阻害要因である。」と指摘している。３
また，「日本には欧米と違って寄附文化がない。」との指摘が従来からあるが，次図
は日本，アメリカ，イギリスの寄附の状況を示した図である。米英に比べて日本の寄
附が極めて少ないことがわかる。
また，認定制度では，市民から広く支持を受けているかどうかを判定する仕組みと
して PST 制度が導入されているが，諸所の条件があるなかで，寄附総額が収入額の
５分の１以上という要件がある。福祉分野に取り組んでいる NPO の場合，事業規模
の大きな法人（事業規模が１億円を超えるような法人もある）が多々あるが，サービ
ス受給者からの収入と介護保険からの収入が多額となるため，この要件を満たすため
には，寄附額も多額であることが必要になるので，認定を受けることが極めて困難で
あった。福祉主体の NPO 法人が，NPO 法人の中で，おそらく寄附拡大を一番図りた
い分野の法人ではないかと思われるが，以上のような理由からこの制度の適用を受け
られないできた。
今回の制度改正では，PST について従来の「５分の１」要件という「相対値基準」
図３　日・米・英の寄附総額と寄附支出比率
（出典：内閣府ＨＰ）
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に加えて，3,000円以上の寄附者100人以上という「絶対値基準」と自治体が法人を指
定する「条例個別指定」が追加になり，この３条件のいずれかを満たしていれば認定
されることなった。絶対値基準の導入で前述した福祉系 NPO 法人が認定を受けるこ
とが従来に比較してかなり容易になると思われ，また，「条例個別指定」は，それぞ
れの自治体が地域事情や市民活動支援の積極性などを反映して自治体独自の指定を可
能とするもので，極論すれば管内のすべての NPO 法人を指定することも可能であり，
地方分権の面からも評価できる改正である。４
今回の改正で特筆すべきは「仮認定」の導入である。これは，設立初期の NPO 法
人（特に設立後５年以内の法人）は，財政基盤の脆弱な法人が多いという事実を踏ま
え，スタートアップ支援として導入されたもので，有効期間３年間ではあるが，PST
基準を免除して仮認定するものである。また，この規定においては，改正NPO 施行
後３年間は，設立後５年超の法人についても仮認定することとしている。つまり法改
正後３年以内は，すべての NPO 法人が仮認定を受けることが可能ということであ
る。
また，寄附者が従来の所得控除だけでなく，税額控除を選べるようになったため，
上限額はあるものの，2,000円を超えた寄附額の２分の１相当が還付されるため，寄
附する人が増加することが期待されている。（これら改正については，認定 NPO だ
けでなく，認定 NPO 法人と同様の基準を満たした公益社団・財団法人，社会福祉法
人等への寄附についても同様に扱われる。）
国では，税制改正が本格導入となる2012年度において，認定申請が約900法人，仮
認定申請が約550法人の計1,450法人程度が認定申請することを見込んでいる（３年間
で4,350法人）。例えば，高崎市で保健・医療・福祉分野の活動を行っている NPO 法
人じゃんけんぽんでは，今回の寄附制度改正を受け，寄附者を募った結果，すでに
323名から3,000円以上の寄附を集めている（2011年12月31日現在）。これは，２年間
で延べ200人以上という認定要件を満たしており，認定に向けての条件が整いつつあ
るといえる。おそらく全国の多くの NPO 法人で，認定申請あるいは仮認定申請に向
けての取り組みが，すでに始まっているものと思われる。
ただ，認定法人となるために例えば，福祉サービスを提供している法人がサービス
受給者から寄附を強制するようなことがあってはならないし，サービス提供で得られ
る使用料等を寄附金として計上して，寄附者が税額控除を受けるといったような事態
があってはならない。今回の「新しい公共」政策の推進においては，情報公開・情報
開示も大きなテーマとなっており，NPO 法人の運営が適正・適切に行われることが
求められる。
国では，「新しい公共」の担い手への寄附や参画の促進により，多様化する社会の
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ニーズを，人々の支え合いや地域の絆によって充足するとしているが，NPO 法人の
財政基盤拡充と寄附文化の普及・拡大どこまで進むかが問われているともいえよう。
４　国における「新しい公共」推進に向けての具体的事業展開
国では，「新しい公共」推進に向けて，①基金の設置などによるソーシャルキャピ
タルの育成に対する投資や支援，②社会的活動を担う人材育成，教育の充実，③国・
自治体等の業務実施にかかる市民セクター等との関係の再編成，④企業の公共性や社
会性に目を向けた経営支援，等のための予算として，2010年度補正予算234億円，
2011年度当初予算1,858億円，計2,092億円を掲げている。（内閣府資料）
実質１年間で２千億円を超える予算が「新しい公共」推進に向けて措置されている
ことになる。各省庁において NPO 法人等の市民団体との協働事業が実施されるわけ
であり，具体的には，補助や委託といった形で NPO 側が事業展開することになる。
このうち，NPO 法人の事務を所轄する内閣府では，2010年度補正予算において，
新たに「新しい公共支援事業」として，87億５千万円を措置し，全ての都道府県に配
分した。都道府県では，これを基金化したうえ，NPO の基盤整備のための事業を２
年間で事業実施することになっている。例えば，群馬県には１億7,700万円が配分さ
れ，① NPO 等の活動基盤整備のための支援事業，②寄附募集のための支援事業，③
地域課題の解決に向けて NPO 等と行政が協働して取り組むモデル事業などの事業を
実施することになっているが，国の要件は，基金事業は２年間で執行するということ
になっている。モデル事業はともかくとして，寄附の促進を図るイベントを実施する
にしても，短期間で国民の間に寄附の習慣が身につくとは思えないので，これらの事
業は息長く続ける必要があり，２年間という期間はあまりに短かすぎる。これだけの
予算を２年間で集中的に執行するよりも少なくとも５，６年かけて長期的視点に立っ
て実施すべきであろう。
「新しい公共支援事業」には，協働モデル事業の実施も含まれているが，政府では，
「「新しい公共」推進会議の提案と制度化等に向けた政府の対応（2011年７月20日）」
の筆頭に「提案型協働事業の導入促進」を位置づけ，各省庁において積極的に導入す
るとしている。こうしたことから，前述したように１年間で2,000億円を超える「新
しい公共」関連の予算が計上されたことになる。霞が関の悪い癖で，政府の目玉政策
が出ると各省庁がこれに群がるように関連事業を予算化するが，今回もその例にもれ
ず，共通認識もないままモデル事業を主体とする「協働事業」が組まれている感があ
る。
NPO とすれば，行政と協働しての事業実施を行う良い機会となるし，資金的にも
潤うことになるものの，不安材料もある。田中弥生氏が前掲書において，「NPO セク
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ターに資金バブルを引き起こすのではないか」と懸念しており，「人員や体制が整わ
ない組織に大量の資金が入ってもそれをこなせなければ事故の可能性が高くなる。ま
た，一時的に体制を大きくしても，契約終了後の資金の目処を立てておかないと維持
できなくなる。こうした問題は，開発援助に従事する内外の NGO が経験してきたこ
とで，「NPO を簡単に潰したいなら，大量の資金を一挙に流し込めばよい」という言
葉がある。」との趣旨を述べている。
また，佐藤滋氏は，「2009年に民主党政権が登場ずると「新しい公共」が政権の目
玉政策になった。しかしこの「新しい公共」が何かに関しては，共通の認識のもとで
一貫した施策展開がされているとはいえず，試行錯誤的にモデル的な事業が「新しい
公共」円卓会議などでの検討のもとに，緊急雇用対策事業などが生み出されているに
すぎない。」としている。５
提案型協働事業はすでに多くの自治体等で導入されているが，早くから取り組んで
きた自治体においては，協働する NPO 等が限られる，事業自体がマンネリ化してい
るなどの課題が生じている。全国に４万を超える NPO 法人が存在し，NPO 法人以外
の団体も協働の対象になるとはいえ，過大な協働事業が展開された場合，適切な受け
皿となる団体が実際にどれだけ存在するかということが問題となろう。
また，日本は行政の力が強力で，官優位な政策展開が長期間にわたって続いてきた。
このため，大分改善されてきたとはいえ，国，自治体の職員の間で，NPO 等を「安
上がりの下請け」としか見ない風潮がまだ強い。また，NPO 等の実情を十分認識し
ていない職員もまだまだ多く，これらの団体の事業を任せること自体に不信感を抱い
ている職員も多いことも事実である。したがって，「新しい公共」の推進にあたって
は，行政側のこうした意識をどこまで変えられるかも大きな課題である。
また，地域社会においても，NPO のことを，「好きなことだけをやっている連中」
とみている面もある。特に，福祉に長く携わった人の中には，自己の資産を投入して
福祉事業に取り組んできた人も多いため，「ろくに自己資金も持たずに福祉事業に参
入してきた」ととらえている人も多く見られ，NPO 側としても，地域住民の理解や
認識を深めていく努力が求められている。
現在，「新しい公共」推進会議に「政府と市民セクター等との公契約等のあり方等
に関する専門調査会」が設けられており，委託を含む政府と市民セクターとの公契約
のあり方について検討を進めているが，こうした中で上記のような問題点の解決に向
けての取り組みが展開されることを期待したい。６
群馬県においても，このような協働提案型事業を実施してきているが，ここ数年，
応募状況は低調である。予算額が少ないことも原因かもしれないが，「応募書類を作
るのが大変」という話も聞こえてきている。県としては，書類の様式をかなり簡略化
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しているつもりであるが，NPO 側にとってはそうでもないようである。補助とか委
託において，行政は，今までその対象は，例えば県であれば，市町村，商工会等の経
済団体，学校等の公的団体であった。いわば書類作成のプロがいる団体である。一方，
NPO は地域課題解決に向けての思いは強いものの，書類作りは苦手といったケース
が多い。したがって，行政側も「プロ同士で書類のやり取りをする」という今までの
意識を改める必要があると思われる。その一方で，NPO 側も公的な資金を受けて事
業を実施する以上，そうした書類作成能力の向上を図る努力をすべきであろう。
現在，県や市町村に市民活動支援センターなどのいわゆる中間支援組織が設置され
つつあるが，行政と NPO の中間組織として応募書類作成に係る研修や書類作成を実
際に手助けするなどの役割を発揮してもらいたい。また，認定法人申請のための書類
作成などにあたっても，これら中間支援組織が，申請しようとする NPO 法人をサポ
ートすることを期待したい。中間支援組織は，行政による公設公営，行政が設置し，
市民団体が委託等により運営する公設民営，民間が自ら設置・運営する民設民営など，
様々な形態があり，全国に300以上設置されているといわれている。ここでは，ボラ
ンティア・コーディネーターなどといわれる人たちが NPO 等の活動支援等を行って
いる。彼（彼女）らは，市民活動に携わる人たちの相談に乗ったり，団体運営のノウ
ハウを伝授したりするプロフェッショナルであるし，プロフェッショナルでなければ
ならない。また，これらのセンターは，土・日，夜間も開設している場合が多いため，
日夜を分かたず働いているが，賃金面などの処遇は，一般的にパート・アルバイトと
ほぼ同様であり，決して恵まれてはいない。前述の「政府の対応」においては，中間
支援組織については，「市民セクターにおける人材育成の促進」の項において「新し
い公共支援事業を活用し，市民セクターが採用や教育を行い，安心して働き続けられ
る環境を形成するための財政基盤の強化や，例えば，地域の退職者の能力を市民セク
ターにおいて活用するための中間支援組織等の活動などの，市民セクターの人材育成
活動を支援する。」と記載されているにすぎない。行政が，特定の NPO を長期的に
補助あるいは委託を継続することは，決して望ましいことではないが，これら中間支
援組織については，NPO 全体の育成，支援する機関なのであるから，消費者行政に
おいて消費生活センターの位置づけが重要視されていることと同様，「新しい公共」
の推進にあたっても，中間支援組織を継続的に支援できるような仕組みの確立が望ま
れる。
５　NPO という組織
筆者が NPO 活動に携わるようになって10年以上になるが，最近感じているのは
NPO という組織を継続することの難しさである。
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地域への思い（ミッション）を持って，NPO を組織した場合，ある程度の会員が
いて，一定の会費が確保できていれば，それ相応の活動をすることが可能である。時
折，行政や助成団体からの支援を受けられれば，その間はそれなりの拡大した活動を
展開できる。ただ，この程度の活動であれば，そこから収入を得ることは難しく，
個々人にとっては無償あるいはむしろ個人が持ち出しての活動である。これはこれで
良いのであるが，組織という面からみると，こうした状況では若い人が新たに加入し
て運営に携わってくることは，まず考えられない。つまり，団体発足時からのメンバ
ーがそのまま歳を取っていくということになる。
筆者の携わる NPO 法人では，前橋市が運営する児童遊園の指定管理者として３年
間，さらに別法人を設立して，その法人が指定管理者となり2013年度までの５年間の
予定で運営中である。７ 現場自体は，園長以下のスタッフを雇用しており，退職者が
出れば他の人を新規雇用して運営している。一方で，理事者側はそのまま歳を重ねて
きており，中核メンバーの多くは60歳を超え，リタイヤ世代に突入した。こうした中
で，現在の指定管理が終了する14年度以降も指定管理者を継続，応募するかどうかと
いう問題が生じつつある。応募時点では，かろうじて60代前半であるが，５年間が終
了する時点を考慮すると70歳直前を迎えていることになる。この時まで，我々が健康
であり，かつ，設立時のモチベーションを継続して，理事としての役割を果たしてい
ることが可能であろうかということが，なんとも見通すことのできない問題となって
いる。８
協働事業の展開が進み，NPO に行政からの委託や補助が拡大すると，NPO の運営
面では一定の効果が見込まれるが，単年度事業がほとんどで，長くても数年間の事業
である。したがって一つの団体にとって永続的に協働事業が行われるということはま
ずあり得ない。NPO の基盤整備が進むことで，例えば，ある NPO が力を付け，協働
事業をコンスタントに受注できるようになるようなことがあるとしたならば，これで
は，かつてのゼネコンが公共事業に依存したのと同様，行政依存型の NPO の出現と
いうだけのことであり，「新しい公共」という観点からしても決して望ましいことで
はない。
このようなことから，NPO としては，仮に協働事業を実施することになったとし
ても，いつまでも継続できるか不明であることから，職員を雇用することが可能であ
ったとしても臨時雇用であり，正規雇用して，永続的に雇用することは，まず考えら
れない。NPO を「職場」としてみた場合，その「職場」は，リタイヤ世代の再就職
の場としてはまだしも，若い人が就業して生活の糧を得て，結婚して家族を形成して
いく場としては，決して適切な場であるとは思えない。
こうした点からみると，会社組織（役所もそうであるが）は，一定の年齢で退職し，
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若い人がそれを補充する形で新たに入ってくるわけで，組織の更新が常に行われてい
ることになる。ただ，NPO であっても，例えば事業型 NPO は，独自事業を展開して
いるのであるから，雇用することが可能であり，給与の高低の問題はあるにしてもあ
るにしても，事業が存続する限りにおいて長期的に就業することが可能であり，退職
者が出れば，新規雇用が発生する。ある意味で，企業と同じであるといえる。実際，
群馬県内においても事業型の NPO においては，役員の子息が就業するような事例も
生じており，家族経営的な中小企業で見られるような事例が出てきている。しかしな
がら，先に述べたように，一般的な NPO では，「新しい公共」政策により，NPO を
支援，育成することにより，NPO を全体的にみれば成長拡大していくかもしれない
が，コミュニティビジネスやソーシャルビジネスに取り組むなど，独自の事業を展開
しない限り，個々の NPO は，年数を経るにしたがって役員の高齢化や当初のモチベ
ーションを維持できずに沈滞して，いずれ終焉の秋
とき
を迎える運命にあるのかもしれな
い。NPO を長期的継続していくと考えている NPO においては，何らかの独自の収益
事業を確立していく必要があるものと思われる。
むすび
民主党政権が発足し，｢新しい公共｣政策の推進により，NPO 法が改正され，寄附
税制も大きく変わろうとしている。国，自治体財政が非常の厳しい折，これからの地
域課題の解決に向けての諸施策は行政と NPO 等との協働により推進せざるを得な
い。その協働の担い手となる NPO の育成，強化が急がれているわけであり，基盤強
化のための事業や協働事業が目白押しである。つまり，NPO 側にとっては言い方は
悪いが，またとないチャンスが巡ってきているといえる。おそらく政府は，少なくと
も数年は，｢新しい公共｣政策を積極的に推進するものと思われるので，この間に
NPO がいかに住民（国民）の信頼度を得るかにかかっているといえよう。そのため
には，NPO 側も積極的に情報を開示していくことが必要と思われる。まず活動の実
態を知ってもらわないことには，住民の支持も得られないし，まして寄附などはとて
も期待できない。
NPO 法が制定されてから十数年たった今，NPO は大きな転機にあり，NPO が日
本社会に本当に根付くかどうかの正念場を迎えているといえる。
※「新しい公共」政策の推進では，東日本大震災支援の取組についても掲げており，
施策展開がなされているが，本稿では言及しなかった。
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・「（特集）NPO の力と行政」（「月刊地方自治職員研修（2011年11月号）所収，公職研）
１　群馬県では，「NPO と行政との協働に関する指針」を2008年２月に定めている。
２　例えば，栃木県では，2012年４月から事務を移管する２市町を加えると，県内26市町中，
23市町に移管することなる。
３　「市民社会政策論」（明石書店，2011年）
４　神奈川県では，公益要件（地域課題の解決に資する活動の実績とその継続性），運営要件
（運営面の適正性）を満たしている法人を県が独自指定することを内容とする条例制定を
全国に先駆けて，2012年２月１日から施行，同日から NPO 法人からの申請の受付を開始
した。
また，県が設置している「かながわボランタリー活動推進基金21」への寄附受入れも開始
することとなっている。
５　「まちづくり市民事業」（学芸出版社，2011年）
６　上記専門調査会の「政府と市民セクターとの関係のあり方等に関する報告（2011年７月）」
では，「市民セクターとは，特定非営利活動法人，一般社団・財団法人，公益社団・財団
法人，医療法人，特定公益増進法人（学校法人，社会福祉法人等），協同組合，法人格を
持たない地縁団体（自治会・町内会，婦人・老人・子供会，ＰＴＡ，ボランティア団体等）
等の民間非営利組織のほか，公益的な活動を主な目的とする営利組織からなるセクター」
としている。
７　特定非営利活動法人波宜亭倶楽部及び同まやはしにより運営。
８　指定管理者制度は，公の施設におけるサービスの向上と運営経費の合理化を目的として導
入された制度であるが，現実としては，経費合理化に重点が置かれた運用がなされている
状況にある。「新しい公共」の推進にあたってもこの制度のあり方についての検討がなさ
れている。
「新しい公共」政策の課題と展望
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